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概要 本研究では，ユーザ自身でトラブルシューティングを行う“セルフサポート”における問題解

決率を向上させることでサポートセンタへの問合せ件数を削減し，サポートセンタにおけるサービス

面，およびコスト面での改善によるテクニカルサポート業務の効率化を目指す．現在，企業から提供

されている既存の支援ツールを利用した際のセルフサポートにおける課題について分析した結果，原

因の切り分けが困難で問題を解決できず，このことがセルフサポートを継続して実施する意欲の低下

に繋がっていることが分かった．また，その原因を解決するプロトタイプを構築し，これを利用した

被験者実験から，セルフサポートを支援するツールの実現に向けた技術課題として，「原因分析・対

処法考案の自動化」と，「ユーザスキルに応じた情報提示」の実現が重要となることが分かった．最

後に，それらの技術課題に対する今後の検討の方向性について述べる．

1. 背景

多くの企業は顧客に対して，自社が提供するサー

ビスや製品についてのサポートセンタを運営してい

る．顧客のサポートを通じて，自社サービス・製品

の改善点や顧客ニーズを把握できるため，サポート

センタは企業にとって顧客との重要な接点となって

いる．企業ごとにサポートセンタの役割，機能は異

なるが，サポートの運用コストを削減するだけでな

く，VOC（Voice Of Customer）に耳を傾け顧客満足

度を向上させることが重要視されている．サポート

センタの品質認証規格である COPC-2000[1]では，サ

ポートセンタの品質の構成要素を次の 3 つに分類し

ている．

・ クオリティ：顧客が感じる処理の正確さ

・ サービス：顧客が感じる問題解決までの速度

・ コスト：問合せ 1 件当たりの応対時間・人件費

COPC-2000 では，サポートセンタの品質向上には，

いずれかの要素を向上するのではなく，3 つの要素の

バランスを取りながら改善することが重要であると

されている．

サポートセンタの品質向上に向けた取り組みは，

古くから実施されている．オペレータの教育や，1
時間ごとの問合せ件数の傾向を基にオペレータの人

数を調整するといった運用面での改善の他，コンピ

ュータシステムの導入が行われてきた．例えば，IVR
（Interactive Voice Response）の導入は，オペレータ

へ繋ぐ前の一次応答および問合せ内容に基づくオペ

レータへの振り分けの自動化によってユーザの待ち

時間を短縮し，「サービス」と「コスト」の改善を図

る取り組 みである． CTI （ Computer Telephony 
Integration）の導入は，顧客管理，応対履歴管理の効

率化，オペレータノウハウの共有などを図ることに

より，「クオリティ」，「サービス」，「コスト」を改善

する取り組みである．

近年では，サポートセンタへ頼らず，ユーザ自身

で問題解決を行うことに，ユーザの要望がシフトし

始めている[2]．電話でのサポートは，サポート開始

までの待ち時間や，別のサポートセンタへのたらい

回しといった問題が依然として存在しているため[3]，
トラブルの際にユーザ自身で素早く解決可能なコン

テンツに対する需要が高まっている．ここで，ユー

ザ自身で問題解決にあたることを，「セルフサポー

ト」と定義する．企業にとっても問合せ件数が削減

されれば，サービス面，およびコスト面での改善が

見込める．そのような業務の効率化と早期解決によ

る顧客満足度向上が期待できるため，これまで，製

品マニュアルや FAQ などのセルフサポート支援ツー

ルを充実させる取り組みが行われてきた[4]．また，

近年では，ユーザ同士が交流することで問題解決を



行うナレッジコミュニティの提供など，セルフサポ

ートを支援するコンテンツが提供され始めている．

例えば，KDDI は au Q&A プラスという au 専用のナ

レッジコミュニティを運営することで，問合せが急

増しているスマートフォンに関する問合せの削減を

図っている[5]．

1.1. 既存の支援ツール利用時における問題

先に述べたように，セルフサポートを支援する既

存のツールとしては，製品マニュアルや，FAQ など

の Web ページが提供されている．しかし，例えば，

PC のトラブル時の対処についてのアンケートを参

照してみると，そうしたツールによってトラブルが

解決した割合は，IT リテラシの高いユーザのうち

40%，低いユーザのうち 15%程度と報告されている

[6]．つまり，日常的な利用頻度が高いと考えられる

PC であってもユーザの IT リテラシに関わらずトラ

ブルの解決率が低いことが分かる．ここから，サポ

ートセンタへの問合せには，トラブルに遭遇した際

にすぐ問合せを行うユーザと，セルフサポートを実

施するが解決できず問合せを行うユーザが，IT リテ

ラシに関わらず混在していることが考えられる．

そこで，ユーザへ継続的なセルフサポートの実施

を促すためには，まず，現在提供されているツール

を利用したとしてもセルフサポートにより問題が解

決されない原因を明らかにし，対処法を検討してい

く必要がある．

2. 実験 1：セルフサポートおける課題分析

現在提供されるツールを利用してもセルフサポー

トにより問題が解決されない原因と，それに対する

対処法について実験を行いその結果を分析する．本

研究では，セルフサポートを支援する方式について

検討を行うにあたり，そのファーストステップとし

てネットワークトラブルをトラブルの対象として設

定する．

2.1. セルフサポートにおけるユーザの行動モデル

実験の実施にあたり，被験者のセルフサポートに

おける行動を分析するため，セルフサポートにおけ

るユーザの行動モデルを構築した（図 1）．構築にあ

たっては，電話サポートにおけるオペレータの処理

フロー[7]，電話サポートにおけるエスノグラフィ結

果の報告を参考にした[8]．
トラブルが起きた際，ユーザ自身，あるいは他者

の申告によりトラブルの発生に気づく（①気づき）．

次に，どのような環境において，どのような事象が

発生しているのかを把握する（②環境，事象把握）．

把握した事象を基に，原因の切り分けを行う（③原

因切り分け）．切り分け結果を基に，トラブルへの対

処法を考案する（④対処法考案）．考案した対処法を

ユーザの環境中で実施する（⑤対処）．対処法の実施

によってトラブルが解決したのかを確認する（⑥対

処結果の把握）．一度の対処で復旧しない場合は，ま

た②のフェーズに戻り，②〜⑥をループさせながら

解決へ向かうというユーザの行動を基に構築したモ

デルである．

2.2. 実験条件

図 2 に示す実験環境において実験 1 を行った．ユ

ーザがネットワークトラブルに遭遇した際に，現在

提供されているツールを用いてどのように問題解決

を行うのかを確認するために， 表 1に示す実験条件

を設定した．被験者は，トラブルが起きている環境

下で，マニュアルと Web 検索の 2 つのツールを利用

しながらセルフサポートを実施する．本実験では，

一般的に利用される汎用の PC，タブレットを用いて

おり，無線ルータの設定により，4 台の機器のうち 2
台が Web サーバへアクセスできないというトラブル

を設定した．この条件下において，被験者にセルフ

サポートを実施させ，2.1 にて定義した行動モデルの

フェーズごとの所要時間を計測するとともに，実験

後にアンケートおよびヒアリングを実施した．

図 1．セルフサポートにおける

ユーザの行動モデル

表 1．実験条件



2.3. 実験結果

13 名の被験者のうち，トラブルを解決できた被験

者は 0 名であった．図 1 に示した行動モデルを基に

計測を行った，各フェーズの所要平均時間を図3に，

作業後に行ったアンケートの結果を図 4 に示す．ア

ンケートへの回答は，

1：まったくあてはまらない〜5：よくあてはまる

の 5 段階での評価を行ってもらった．

2.4. 考察

2.4.1.セルフサポートにおける問題解決の障壁

図 3 から，各フェーズと比較して，原因切り分け

フェーズにおける作業に長時間費やしていたことが

分かる．図 4 からも，被験者が原因切り分けをうま

く行えていないと感じていることが分かる．また，

ヒアリングからも，原因が推測できず，そのためマ

ニュアル，web 検索に用いるキーワードを考案でき

なかったことが確認された．目的を持たずにマニュ

アルをパラパラと眺めるのみで，トラブルに対して

有用な情報を得ることができない被験者が多く見ら

れたことも，こうした点が原因だと考えられる．一

方で，原因を絞り込めた被験者もいたが，対処法の

考案に時間がかかり，制限時間内に解決することが

できなかった．被験者自身は，問題を解決できなか

ったため，原因が把握できたとは感じていないこと

がヒアリングから確認された．また，過去に同様の

トラブルを経験していた被験者は，対処法を考案し

実施できていたが，対処手順が間違っていたため，

解決には至らなかった．

以上より，原因切り分けと，対処法考案がセルフ

サポートにおける問題解決の障壁であることが分か

る．

2.4.2.セルフサポートに対する意欲

図 4 に示すとおり，「次回自分で問題を解決できそ

うか」という項目についての回答も低い値となった．

実験中に問題を解決できなかった，という経験に起

因するものと考えられる．人間は，行動を起こす際

にそれを自分ができそうかを判断したうえで，行動

の可否を決定する．Bandura は，その判断における自

己の信頼感や有能感を，自己効力感と定義している

[9]．自己効力感を形成する要因は 4 つあるとされて

いるが，その 1 つが達成体験である．これは，自分

が過去に何かを成功した，達成したという体験を指

し，自己効力感を形成する 4 つの要因のうち，自己

効力感の定着に大きな影響を与えるとされている．

つまり，今回のケースで言えば，問題にどう対処し

ていけばいいかが分からなかった，問題を解決でき

なかったという体験によって，自己効力感が低下し，

セルフサポートを実施する意欲の低下に繋がったと

考えられる．

2.5. 実験 1から導出される仮説

実験 1 の分析結果より，次の仮説を設定する．

・ 状況に対して適切に原因切り分けを行い，ユ

ーザへ対処法を提示することで，自己解決率

は向上する．

図 3．各フェーズの所要平均時間と標準偏差

図 2．実験環境

図 4．アンケート結果の平均と標準偏差



・ 成功体験を積むことで継続してセルフサ

ポートを実施する意欲が向上する

この仮説に基づいたセルフサポート用ツール

のプロトタイプを構築し，実験 2 にてこの仮説を

検証する．

3. 実験 2：自己解決率を向上させる

セルフサポートツールに関する仮説の検証

3.1. 実験条件

実験 2 では，プロトタイプシステムを利用する以

外は，実験 1 と同じ実験条件，計測項目で実験を実

施した．また，被験者についても，以下に述べる理

由から実験 1 と同じ被験者とした．

・ システムが原因切分を行うため，実験 1 の影

響を受けない

・ プロトタイプの利用により，セルフサポート

に対する意欲がどう変化するかを確認する

必要がある

3.2. 用いるプロトタイプの機能と利用手順

プロトタイプは，トラブルを解決するためにネッ

トワークの状況に基づき原因を切り分け，ユーザに

対処法を提示する機能を持つ Android アプリケーシ

ョン（以下アプリ）として構築した．このアプリの

利用手順を図 5 に示す．ユーザはまず，アプリから

提示される複数の候補の中からトラブル状況を選択

する（図 5①）．ユーザの入力を基にアプリはルータ

へアクセスを行い（図 5②），設定にエラーがないか

を確認する（図 5③）．エラーがあった場合には，対

処法を動画としてユーザへ提示する（図 5④）．

3.3. 実験結果

問題解決率は，実験 1 では 0%だったのに対して，

92%まで向上した．作業中の平均所要時間を，実験

１の結果と比較して，図 6 に示す．状況に応じた対

処法を提示するプロトタイプシステムにより，原因

切り分けのフェーズに要していた時間も大幅に短縮

している．この点については仮説のとおりであった．

しかし，セルフサポート実施の意欲に与える影響と

いう点については，被験者によって異なる傾向が得

られた．そこで，その傾向ごとに被験者を分類し，

その分類に基づいて分析を行う．

3.4. 考察：アンケート結果の分析

アンケート結果を被験者ごとに分析してみると，

アプリの利用により，実験 1 に比べ評価が向上した

被験者と，低下した被験者という 2 つのグループに

分類ができる．

3.4.1.評価が低下した被験者（グループ A）
このグループに分類される被験者のアンケート結

果を図 7 に示す．また，実験１の結果と差があるの

かを確かめるために行った t 検定の結果も併せて示

す．このグループに分類される被験者全員が，実験 1
において，解決はできなかったものの，原因の絞り

込みや，なんらかの対処法が実施できていた被験者

であった．被験者たちは，トラブルシューティング

に関する経験，知識を持っていることが共通してい

た．トラブルシューティングにおけるスキルは，次

の 3 つの知識をうまく組み合わせて利用する能力だ

と定義されている[10]．
・ 物事の状態や，「A は B である」といった命

題に関する知識である宣言的知識（ステータ

スランプの意味，機器のしくみなど）

・ 何かをするための方法など順序に意味があ

る知識に関する手続き的知識（機器の操作手

順，問題の切り分け手順など）

・ 明文化がされておらず，現場での経験により

獲得する知識に関するノウハウ（故障しやす

い機器，機器間の相性問題など）

このグループの被験者は，これらの知識を組み合

図 6． 実験 1と 2における

各フェーズの所要平均時間の変化

図 5．アプリ利用手順



わせてトラブルの解決にあたっていたことが，実験 1
で観察されていた.このことから，このグループに属

する被験者を，高スキル者と呼ぶこととする．

問題が解決されたにも関わらず，セルフサポート

への意欲の低下がアンケート結果から見られる点に

ついて高スキル者へヒアリングを行った．「原因が把

握できたか」という点については，「詳細な原因が提

示されないまま解決したことに不安を覚えた」や，

「根本的な原因が解決されているのかが把握できな

かった．次回にこの経験が活かせるかというと分か

らない．」といった声が多く得られた．また，トラブ

ルが解決しなかった 1 名はこのグループであり，ヒ

アリングを行うと，「ルータがおかしいという原因

が提示されたので，ルータのステータスランプを確

認したが，問題がなさそうであったためアプリの原

因分析が間違っていると思い，対処法を実施しなか

った」ということであった．

つまり，高スキル者に対しては，原因の詳細情報

を提示するなどして，原因や対処法に納得してもら

うことが，セルフサポートを継続的に実施してもら

うために重要であると考えられる．

3.4.2.評価が向上した被験者（グループ B）
このグループに分類される被験者のアンケート結

果を図 8 に示す．また，実験１の結果と差があるの

かを確かめるために行った t 検定の結果も併せて示

す．このグループに分類される被験者は，実験 1 に

おいて，原因切り分けで行き詰まっていた．このグ

ループに分類される被験者たちを，低スキル者と呼

ぶこととする．

図 8 に示すとおり，このグループの被験者は，次

回以降のセルフサポートに対する意欲が向上してい

ることが確認された．つまり，このグループの結果

は仮説どおりであった．低スキル者の多くが，行き

詰まり，困っている場面において，「ルータが原因」

といった簡単な原因と，それに対する対処法が提示

されたことに分かりやすさと嬉しさを感じているこ

とがヒアリングからも確認された．

以上より，スキルによってユーザの意欲に影響を

与える情報は異なるため，スキルに応じた情報を提

示する機能の実現が課題となる．

3.5. セルフサポートツール実現に向けた技術課題

以上より，ユーザの自己解決を促すツールの実現

のための，2 つの技術課題が得られた．

・ 技術課題 1．原因分析・対処法考案の自動化

・ 技術課題 2．ユーザスキルに応じた情報提示

4. 技術課題解決のためのアプローチ

4.1. 技術課題 1に対するアプローチ

この機能は，「状況を把握し，原因切り分けを行う

機能」，「原因切り分け結果を基に対処法を選択する

機能」という 2 つの機能に分解することができる．

4.1.1.状況を把握し原因を切り分ける機能

トラブルの原因を分析するためには，状況を把握

する必要がある．一般的にトラブル状況の把握は，

各機器の設定情報やログデータ[11]，実際にネットワ

ークを流れるパケットを取得することで行われ[12]，
取得したデータのパターンや，正常時との違いを基

にトラブルや故障の原因切り分けが行われる

[13]-[16]．しかし，各機器の設定やログデータが取得

できるかは，機器ごとの仕様に依存する．現状は，

ベンダが企業向けに，ネットワークトラブルやネッ

トワーク機器の故障を検知するサービスを提供して

いる[17]．また，複合機については，機器のログデー

タを基に，メーカが遠隔保守を行っている[18]．しか

し，コンシューマ，SOHO 市場のユーザには，ネッ

トワークやネットワーク機器のトラブルの検知を行

う最適なソリューションが存在しない．また，宅内

図 7．グループ Aのアンケート結果

（平均と標準偏差）

図 8．グループ Bのアンケート結果

（平均と標準偏差）



のネットワークに多様な機器が接続される現状では，

ネットワークに接続された全ての機器をメーカに関

係なくワンストップにサポートすることが難しい．

このような問題を解決するためには，それらが接続

されるゲートウェイ装置にて状況を把握することが

重要であると考えられる．そこで，今後は，ゲート

ウェイ装置において取得可能なデータを基に，状況

把握，原因切り分けを行う機能について検討を進め

る．

4.1.2.原因に対する対処法を検索する

原因に対する対処法を検索するには，原因と対処

法を関連づけた上で管理する必要がある．そのため，

原因から適切な対処法を検索するには，その関連づ

けの精度が重要になる．これに対しては，電話サポ

ートや，セルフサポートにおける原因と対処法をフ

ィードバック可能な仕組みが有効であると考えられ

る．そこで，図 9 に示すシステムを検討している．

セルフサポート，電話サポートのどちらからについ

ても同じサポートシステムを利用することで，トラ

ブルシューティングの結果を，サポートシステムへ

フィードバックすることによって，原因と対処法の

関連付けの精度向上に繋げて行きたいと考えている．

4.2. 技術課題 2に対するアプローチ

ユーザのスキルに応じた情報を提示する機能は，

スキルに応じた情報を検索し提示する機能と，スキ

ルを計測する機能の 2 つに分解される．それぞれの

検討状況と今後の方針について述べる．

4.3. 提示する情報

実験 2 の結果から，情報を提示するタイミング，

あるいは，提示する情報の詳細さをスキルに応じて

変更することが重要である可能性が示された．今後

は，まず，この 2 つの観点から，どのような情報を

提示すれば良いのかについて今後，検討を行う．

4.3.1.情報を提示するタイミング

情報を提示するタイミングとは，ユーザが，遭遇

したトラブルに対して，図 1に示したセルフサポー

トモデルにおけるフェーズ1〜6のどの段階まで理解

している際に情報を提示すれば良いのかということ

を指す．例えば，対処法を提示するタイミングにつ

いては，スキルの高いユーザに対しては，原因が理

解できた後に提示すると良いが，スキルの低いユー

ザに対しては，状況が把握できた時点で提示すれば

良いといったことが実験 2 の結果から予想される．

これを考慮した情報提示機能について検討を行い，

プロトタイプとして実装し評価を進めていく．

4.3.2.提示する情報の詳細さ

情報の詳細さとは，それぞれのフェーズにおいて，

どの程度詳細な情報を提示すると良いのかというこ

とである．実験 2 の結果より，例えば原因の提示に

ついては，スキルの低いユーザはどの機器にトラブ

ルが起きているかを伝えれば十分であるが，スキル

の高いユーザに対しては，原因となる機能や，異常

点について提示する必要があると考えられる．これ

についても 4.3.1 と同様に検討を行い，実装，評価を

進める．

4.4. スキルの計測

ユーザのスキルや技能を計測する方法としては，

ユーザの行動や，システムへの入力を基に行う方法

が一般的である[19]-[21]．そこで，実験 1 における，

ツールを利用する際のユーザの行動について分析を

行った．その結果，ツールを利用する時間について，

ユーザのスキルによって異なる傾向が確認された．

スキルの高いユーザはツールをじっくりと長時間利

用する傾向があるが，スキルの低いユーザは，パラ

パラと非常に短い時間しか利用しない傾向が見られ

た．ここから，ユーザの行動を基にトラブルシュー

ティングにおけるスキルの計測が可能であるという

ことが示唆される．今後は，スキルの計測に有効な

その他のパラメータを検討するために，プロトタイ

プに検討するパラメータをモニタリングする機能を

実装し，検証を進めていく．

5. まとめと今後の予定

本研究では，サポート業務効率化のため，ネット

ワークトラブル時における継続的なセルフサポート

の実施を促すツールについて検討を行った．実験か

ら，このようなツールを実現するための技術的課題

図 9．検討中のシステムイメージ



を 2 つ抽出し，課題に対する今後の検討の方向性に

ついて述べた．今後は，技術課題 1，技術課題 2 とい

う大きく 2 つの観点から検討を進めていく．技術課

題 1 では，各機器の設定，ログデータ，ネットワー

クを流れるパケットを基にしたゲートウェイ装置に

おける原因切り分け，および電話サポート応対履歴

の活用による対処法検索という 2 つの観点からサポ

ートシステムの実現を目指す．技術課題 2 について

は，スキルに応じた情報の提示，およびスキルの計

測という 2 つの点について検討，検証を進める．ま

た，今回の被験者は情報系研究者であることから，

ある程度 IT リテラシが高いことが予想される．今後

は被験者の範囲を広げ，より多くのユーザの行動を

分析することで，セルフサポートにおける課題を抽

出していく．
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